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1．薬剤師数の変遷

薬剤師は 1955 年には 52,418 人であったが，
1990 年 に は 150,627 人，2012 年 に は 280,052 人
と，この 22 年間で 85.9％増加している．1955 年
は男性 67.7％，女性 32.3％であったが，1975 年
に女性の人数が男性を上回り，2012 年は，男性
39.0％，女性 61.0％となっている 1）．

2．文部科学省と厚生労働省の役割

2004 年，医療技術の高度化，医薬分業の進展
などに伴い，高い資質を持つ薬剤師養成のための
薬学教育は，学部の修業年限が 4 年から 6 年とす
るよう学校教育法が改正された．文部科学省は，
2006 年度より「薬学系人材養成の在り方に関す
る検討会」，2011 年度より「薬学教育モデル・コ
アカリキュラム改訂に関する専門研究委員会」を
開催し，薬学教育の基本となっている薬学教育モ
デル・コアカリキュラムの改訂作業を行い，2013
年 12 月に改訂案を提示した 2）．

厚生労働省は，6 年制薬学教育で必修化された
実務実習の実施方法について，見学型ではなく，
参加型実習になるよう実務実習指導薬剤師の養成
などを行った．2010 年には，新薬剤師国家試験
の出題基準を策定し，問題数も 240 問から 345 問
に増加した．また，既卒の薬剤師に対し，薬剤師
生涯教育推進事業も実施している．

3．免許試験制度

薬剤師になるには，大学において薬学の正規の
課程を修めて卒業し，薬剤師国家試験に合格しな
ければならない．2006 年 4 月の大学入学者から
は，原則 6 年制学部・学科の卒業者とされてい
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る．一方，薬学部には，多様な分野に進む人材育
成のため，4 年制の学部・学科も置かれている．
2017 年度までの入学者に限り，大学を卒業した
後，薬学関係の修士又は博士の課程を修了し，さ
らに医療薬学系科目や実務実習等の単位を追加で
履修し，6 年制学部の卒業生と同等であると厚生
労働大臣が個別に認めた場合にのみ，薬剤師国家
試験を受験することができる（図 1）．試験に合
格すると，申請により厚生労働省の薬剤師名簿に
登録され，厚生労働大臣から薬剤師免許が交付さ
れる．2013 年は 11,288 人が受験し，合格率は
79.1％（6 年制卒 10,557 人の合格率は 83.6％）で
あった．

4．従事する施設と業務内容の変遷

表 1に 6 年制卒の薬剤師が誕生した 2012 年の
業務種別にみた薬剤師数を示した 1）．2010 年に
比し薬局勤務者が増え，大学院学生が減少してい
る．医薬分業が進展する中，薬剤師の約半数は薬
局に勤務している．2010 年の薬局数は 53,001 薬
局，1 薬局あたりの処方せん枚数は 13,762 枚，医
薬分業率（処方せん受け取り率）は 63.1％であっ
た．入院医療から在宅医療へのシフトが進み，薬
剤師による在宅患者訪問服薬管理指導に係る医療
費・介護費が増加傾向にある．病院数は 8,605 施
設で，1 病院当たりの薬剤師数は 6.0 人と増加し
ている 3）．2012 年診療報酬が改定され，病棟薬
剤業務実施加算が新設された．全病棟の入院患者
を対象とし，薬剤師が病棟において医療従事者の
負担軽減および薬物療法の質の向上に資する薬剤
関連業務を実施している場合に算定される．本業
務により，病院薬剤師の専門性向上が期待されて
いる．

5．薬剤師法

薬剤師全般の職務・資格などに関して，薬剤師
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法に規定されている．第 1 条に，「薬剤師は，調
剤，医薬品の供給その他薬事衛生をつかさどるこ
とによって，公衆衛生の向上及び増進に寄与し，
もつて国民の健康な生活を確保するものとする」
と薬剤師の任務を示している．第 1 章～第 5 章に
わたり，免許（要件，届出，取消し等），国家試
験（目的，受験資格等），業務（処方せんに関す
る医師への疑義照会義務，調剤した薬剤に関する
患者への適正な情報提供の義務等），罰則に関す
る事項が定められている．2006 年，薬学教育の
修業年限の延長により，国家試験制度が改正され

た．

6．教育機関の数，国公私立の別

2003 年に 20 年ぶりに薬学部が新設され，その
後も新設が相次ぎ，薬学部がある大学数は 1.5
倍，定員は 1.6 倍に増加した．2013 年現在，薬剤
師を養成する 6 年制薬学部は，国立 14 大学（定
員 486 人），公立 3 大学（220 人），私立 56 大学
57 学部（10,799 人）の計 73 大学 74 学部で，定
員は計 11,505 人である．一方，4 年制学科は，国
立 14 大学（644 人），公立 3 大学（120 人），私立

図 1　言語聴覚士有資格者の合計人数（薬学部新課程の修業年限と薬剤師国家試験受験資格）

表１　2012 年業務種別薬剤師数（括弧内は 2010 年薬剤師数）
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14 大学（725 人）の計 31 大学（1,489 人）である．

7．卒前教育課程

薬剤師の養成を目指す 6 年制の薬学教育は，薬
学教育モデル・コアカリキュラム（2002 年作成；
67 のユニットから構成），および実務実習モデ
ル・コアカリキュラム（2003 年作成；14 のユ
ニットから構成）に準拠して実施され，到達目標
の総数は 1,446 項目である．各々 11 週間の病院・
薬局実務実習が必修化され，実務実習前に薬学共
用試験（CBT・OSCE）に合格しなければならな
い．現在，モデル・コアカリキュラムの改訂案が
提示されている．

8．卒後研修制度

薬学生の実務実習を指導する薬剤師は，定めら
れた講習やワークショップなどを修了した認定実
務実習指導薬剤師（2013 年 12 月現在 22,830 人）
でなければならない．また，生涯研修を提供し，
研修成果を認定する「生涯研修プロバイダー」に
ついては，薬剤師認定制度認証機構が客観的に認
定し，日本薬剤師研修センターなど 20 機関が研
修認定薬剤師を認定している．また，日本薬剤師
会も生涯学習支援システム（JPALS）を構築し，
生涯学習を推進している．

9．国・自治体や学会による専門家認定
制度

専門薬剤師の認定制度としては，がん専門薬剤
師，薬物療法専門薬剤師（以上，日本医療薬学会
が認定），感染制御専門薬剤師，精神科専門薬剤
師，妊婦・授乳婦専門薬剤師，HIV 感染専門薬
剤師（日本病院薬剤師会），栄養サポート専門薬
剤師（日本静脈経腸栄養学会），医薬品情報専門
薬剤師（日本医薬品情報学会），腎臓病薬物療法

専門薬剤師（日本腎臓病薬物療法学会）などがあ
る．その他，漢方・生薬認定薬剤師（日本薬剤師
研修センター），緩和薬物療法認定薬剤師（日本
緩和医療薬学会），抗菌化学療法認定薬剤師（日
本化学療法学会），救急認定薬剤師（日本臨床救
急医学会），プライマリ・ケア認定薬剤師（日本
プライマリ・ケア学会）など，多くの学会が専門
薬剤師，認定薬剤師の養成に力を入れている．

10．教育について話題とされていること

現行のモデル・コアカリキュラムが作成されて
から 10 年以上経過し，時代のニーズに合わせた
改訂が文部科学省主導で進められ，2013 年 12 月
に改訂案が提示された．薬剤師養成を主眼とした
outcome-based education（学習成果基盤型教育）
のコアカリキュラムで，6 年卒業時に必要とされ
る「薬剤師として求められる基本的資質」2）に基
づいて改訂され，2015 年度の適用を目指してい
る．
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